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一般社団法人横浜市工業会連合会  

技術者育成支援事業実施要綱 
 

制定 平成 29 年９月１日 

改定 平成 30年４月 19 日 

 

（目的） 

第１条  この要綱は、中小製造業者がその従業員に、技術水準の向上、技能・技術の承継

を推進し、中小製造業者における人材確保及び、人材育成に資することを目的として、

業務上必要な第４条に掲げる技能検定資格取得のための受検に要する経費を補助金とし

て交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、中小企業とは中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）

第２条で規定する中小製造業者をいう。 

 

（実施主体） 

第３条 この事業の実施主体は、一般社団法人横浜市工業会連合会（以下「市工連」とい

う。）とする。 

 

（補助対象者） 

第４条 この要綱に基づく補助金の対象者は次に掲げる者とする。 

 （１） 地域工業会会員の中小製造業者であって、都道府県職業能力開発協会が実施す

る技能検定実施職種（作業）の中の製造業に関する機械、電気、電子、その他製

造業に関する職種として会長が認めるものの、従業員の資格取得の受検費用を負

担した企業。 

 （２） 従業員が国の技能検定料減免措置を受けていない企業、また同一の資格取得に

要した費用に対しその他の補助金を活用していない企業。 

 （３）次に掲げる団体は、補助の対象としない 

    ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月 15

日法律第 77 号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

    イ 代表者又は役員のうちに暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をい

う。）に該当する者がある法人。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象となる経費は、学科試験及び実技試験の両方に合格した者の、受検手数

料とする。 

 

（補助額） 

第６条  補助対象者に対して、事業予算の範囲内で、対象経費の補助金を交付する。ただ

し、補助金の上限は１社３万円とする。 

 

（交付申請） 

第７条  補助金の交付を申請しようとする補助対象者は次の書類を、別に定める期間に会

長に提出しなければならない。 

 （１） 技術者育成支援事業補助金交付申請書（様式１） 

 （２） 試験実施機関が発行した受検票の写し 

 （３） 受検料の支払いにかかる領収書の写し 
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 （４） 受検料を個人が支払った場合には、会社が個人へ支払ったことが分かる書類 

 

２ 技能検定の合否の結果発表後、速やかに合格通知書の写しを提出しなければならない。

提出されない時は、申請が取り消されたものとみなす。 

 

（交付決定通知） 

第８条  会長は、必要書類を確認のうえ受理した順に交付決定し、一般社団法人横浜市工

業会連合会技術者育成支援事業補助金交付決定通知書（様式２）により通知する。 

 

（補助金の請求） 

第９条 交付決定を受けた補助対象者が補助金の交付を受けようとするときは、一般社団

法人横浜市工業会連合会技技術者育成支援事業補助金交付請求書（様式３）を会長に提

出しなければならない。 

 

（その他）  

第 10 条 この要綱に定めがない事項は、会長が別に定める。 

 

 

 附則 

この要綱は、平成２９年９月１日から施行する。 

 この要綱の第 7 条（交付申請）の適用については、平成 29 年度前期分の申請に限り、

受検後の申請を認める。 

 この要綱は、平成３０年４月 19日から施行する。 

 


